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2025年4月施行の制度



子の看護休暇の見直しについて

3

参考資料:厚生労働省リーフレット

義務



介護休暇を取得できる労働者の要件緩和
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参考資料:厚生労働省リーフレット



子の看護休暇と介護休暇の労使協定について

5

現在労使協定を結んでいる場合には就業規則と労使協定の見直しが必須



所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大
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参考資料:厚生労働省リーフレット

義務



短時間勤務制度(3歳未満)の代替措置にテレワーク追加
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参考資料:厚生労働省リーフレット

飛行機の国際乗務員さん等
船の上、空の上等で短時間勤務が難しい従業員がいる企業様のみ



テレワーク導入の努力義務化
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参考資料:厚生労働省リーフレット

努力義務



介護離職防止のための雇用環境整備
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参考資料:厚生労働省リーフレット

義務

最低１つは選ぶ



介護に直面した旨の申出をした
労働者に対する個別の周知・意向確認
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参考資料:厚生労働省リーフレット

義務



個別の周知・意向確認記載例 （好事例）
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参考資料:育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］（令和７年４月１日、10 月１日施行対応版）



介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供

12

参考資料:厚生労働省リーフレット

義務



40歳等情報提供記載例 （好事例）

13

参考資料:育児・介護休業等に関する規則の規定例［簡易版］（令和７年４月１日、10 月１日施行対応版）
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2025年10月施行の制度



柔軟な働き方を実現するための措置等

15

参考資料:厚生労働省リーフレット

義務



柔軟な働き方措置の規程変更例
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就業規則見直しが必須



柔軟な働き方措置の労使協定について

17

労使協定の見直しが必須



養育両立支援休暇について

18

参考資料:厚生労働省「令和６年改正育児・介護休業法に関する Q＆A （令和６年11月１日時点）



柔軟な働き方を実現するための措置の個別の周知・意向確認

19

参考資料:厚生労働省リーフレット

10

義務



仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮
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参考資料:厚生労働省リーフレット

11

義務



仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮
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参考資料:厚生労働省リーフレット

11

義務
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参考資料:育児・介護休業法等改正のポイント、各種支援策について

10

11 11
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実務対応まとめ
4月1日施行までに対応しなければならない事項

❶ 育児介護休業規程の変更
子の看護等休暇、介護休暇等の改正内容を反映させる必要

❷ 労使協定の再締結
子の看護等休暇・介護休暇について勤続6か月未満の労働者を適用除外と
している場合は労使協定を締結しなおす必要

❸ 家族を介護する労働者に対する個別周知・意向確認のための書面等の作成
介護に直面した労働者への周知・意向確認や40歳になった労働者への情報
提供資料を用意する必要

❹ 出生後休業支援給付金、育児時短就業給付金の手続きの準備
給付の要件を確認し、適切に制度を利用できるように準備する必要
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実務対応まとめ
10月1日施行までに対応しなければならない事項

❶ 育児介護休業規程の条文追加
始業・終業の時刻に関する措置など、５つの選択肢の中から2つ以上選ん
だ内容を就業規則等に記載

❷ 柔軟な働き方として講じる措置の検討と、労働者代表等の意見聴取
措置の中から2以上を選択するだけではなく、過半数労働組合等からの
意見聴取が必要

❸ 労使協定の締結
一部の労働者を柔軟な働き方を実現するための措置の対象外とする場合
は労使協定を締結する必要

❹ 就業条件に関する個別の意向聴取と配慮に関する準備
就業条件に関する個別の意向の聴取等の準備をする必要


